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1 事業の目的
対
象
意
図

効
果

2 令和５年（2023年）度に実施した事業の概要

3 事業を構成する事務事業（最小事業）実績
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財源
内訳

国県支出金 90,611 130,928

地方債

その他特定財源

一般財源 41220 59,188 41,033

事業費の合計　（千円） 131,831 190,116 131,675

90,642

人件費　（千円） 15,797 18,455

一般事務経費
消耗品等 ―

－ － －
100.00%

20 24 28

民間幼稚園教諭永年
勤続等表彰事務

対象者への表彰状及
び記念品の贈呈 表彰対象者数 （人）

－ － －
100.00%

28 30 42

幼稚園等卒園記念品
配付事務

幼稚園等の卒園児へ
の記念品として防犯ブ
ザーの配付

全卒園園児（人）
－ － －

100.00%
583 1,188 1,221

鎌倉私立幼稚園協会
助成事務

鎌倉私立幼稚園協会
補助金の交付

私立幼稚園協会への
交付 （団体）

１団体 １団体 １団体
100.00%

1,500 1,500 1,500

私学助成幼稚園に対
する各種補助金

私学助成幼稚園に対
する各種補助金の交
付

適正な申請に対する
支給割合 (％)

100% 100% 100%
100.00%

6,270 10,643 4,252

鎌倉市地域における
多様な集団活動利用
支援事業補助金

対象者への保育料補
助

適正な申請に対する
支給割合 (％)

100% 100% 100%
100.00%

11,260 19,200 24,000

副食費補足給付事務 対象者への副食費実
費徴収額の補助

適正な申請に対する
支給割合 （％）

100% 100% 100%
100.00%

24 226 231

施設等利用費（預かり
保育）助成事務

新２号認定児保護者
への施設等利用費（預
かり保育）助成

適正な申請に対する
支給割合 （％）

100% 100% 100%
100.00%

3,145 3,105 3,100

施設等利用費（保育
料）支給事務

幼稚園への施設等利
用費（保育料）給付

適正な申請に対する
支給割合（％）

100% 100% 100%
100.00%

109,001 154,200 97,301

枝
番
号

事務事業
実施した主な事業

（主な経費等）
指標（単位）

令和６年度 令和７年度
達成度指標（実績値／目標値） 指標（目標値）

事業費（決算／当初）（千円） 予算額（千円）

総合計画上
の位置付け 分野 4-(2)　子育て 施策の方針 ４-(2)-①子育て家庭への支援

子ども・子育て支援法に基づく確認を受けない幼稚園等へ子どもを通園させている保護者等

子育てにかかる経済的負担の軽減を図り、また、幼児教育の充実に貢献するため。

子育て家庭の経済的負担の軽減や、幼児教育の充実により子育て支援施策の充実が図られる。

・新制度未移行幼稚園を利用する場合に負担する費用について、幼児教育・保育の無償化を実施した。
・幼児教育の充実を図るため、新制度未移行幼稚園における教材教具購入等の費用及び園児の健康診断の費用に対
し、私立幼稚園教材教具購入費等及び健康診断費補助金を交付した。
・幼児教育向上のため研修会を実施し、指導力の充実と幼稚園相互の連携を深める目的で、鎌倉私立幼稚園協会に補
助金を交付した。
・子育て支援施策、待機児童対策として、新制度未移行幼稚園の預かり保育に対して補助を行った。

令和７年（2025年）度行政評価シート【個表】

評価対象事業 評価者

こども-05
就園支援事業

自治事務 主管課 こども支援課

重点事業 法定受託事務 関連課

   こども支援課担当課長　髙木　賢一郎



4 この事業に関わる職員数（毎年度４月１日時点）

5 評価結果

(１) 最小事業評価
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民間幼稚園教諭永年
勤続等表彰事務

多年にわたり市内の幼稚園等に
おける教育の充実、発展に寄与
し、他の教諭等の模範となると
認められる者に対し、その功績
を称えるため、表彰の対象者数
を指標としますが、対象者数は
各年によって変動するため、目
標値としての指標は設定しない
ものとする。

多年にわたり幼稚園等における
教育に貢献してきた者への敬意
を表し、表彰することで、本市の
幼稚園等における教育の充実と
発展につながった。

―

一般事務経費 事務に係る消耗品等費用であ
り、指標設定には馴染まないた
め。 ―

鎌倉私立幼稚園協会
助成事務

家庭や地域と連携した幼児教育
の推進を図っている鎌倉私立幼
稚園協会に対して補助金を支給
した。

鎌倉私立幼稚園協会への補助
金交付を行うことで、鎌私幼会
報の発行や指導者の研究会等
の実施により指導力の充実、幼
稚園相互の親睦と協調につな
がった。

―

幼稚園等卒園記念品
配付事務

園児の就学時の安全のため、卒
園児全員への卒園記念品（防犯
ブザー）配付を指標としますが、
人数は各年によって変動するた
め、目標値としての指標は設定
しないものとする。

卒園児全員に防犯ブザーを配付
することにより、子どもたちが安
全に過ごすことのできる環境づく
りに寄与した。 ―

鎌倉市地域における
多様な集団活動利用
支援事業補助金

対象施設に通う子どもの保護者
に補助金を支給するため、適正
な申請に対する支給割合を指標
とする。

対象施設を利用する園児の保
護者の経済的負担を軽減するこ
とで、子育て支援サービスの充
実につながった。

施設への制度周知。

私学助成幼稚園に対
する各種補助金

本市の教育内容の充実と発展
のため、私学助成幼稚園からの
適正な申請に対して各種補助対
象額を支給した。

私学助成幼稚園への預かり保
育事業への補助や園児の安全
で充実した活動のための補助な
ど、様々な補助を行うことで、本
市の教育内容の充実と発展につ
ながった。

対象園ごとの補助の格差を低減する
ため、在園児数の多少や対象園にお
ける実施事業の規模に応じて、各種
補助の内容を検討する必要がある。

施設等利用費（預かり
保育）助成事務

保育の必要性のあるすべての
園児へ預かり保育利用料等を助
成した。

共働き世帯等の保護者の経済
的な負担軽減が図られること
で、幼稚園利用者の増加が見込
まれるため、待機児童対策の一
助につながった。

補助対象者への制度周知。

副食費補足給付事務 対象となるすべての園児に対し
て、副食費実費徴収額を助成す
るため、適正な申請に対して補
助対象額を支給した。

低所得世帯及び多子世帯の経
済的な負担軽減が図られること
で、子育て支援サービスの充実
につながった。

補助対象者への制度周知。

枝
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事務事業
指標分析の推移、
目標未達の理由

上位施策にどう寄与したか、
構成する事業としての妥当性

事業実施上の課題、改善点

施設等利用費（保育
料）支給事務

幼稚園利用者数を把握し、幼稚
園利用保護者の経済的な負担
軽減を図った。

幼稚園利用保護者の経済的な
負担軽減が図られることで、子
育て支援サービスの充実につな
がった。

途中入園児や転入園児の正確な把
握。

2.0

会計年度任用職員 1.2 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0

正規職員等 2.9 2.1 2.1 2.1 1.8

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度



(２) 視点別評価

(３) 総合評価 ※最小事業評価を踏まえて、今年度以降の取組方針等を記載する

■ □ □ □ □

【参考】

◎事業実施に係る主な指標

◎他市比較・ベンチマーク（県内外自治体など他自治体や民間団体との比較値）

当該事業実施に伴う
他市比較に関する考え方

補助対象施設に他市の利用児童もいることから、他市の国補助制度の利用状況についても注視していく必要がある。

他市実績
○ ○ ○ ○ ○

 

比較事項 幼稚園の類似施設に通っている保護者への補助（多様な事業者の参入促進・能力活用事業等）の実施の有無

団体名 鎌倉市 藤沢市 茅ヶ崎市 横浜市 川崎市

達成率  

実績値

R5年度 R6年度 R7年度

目標値

 

指標（単位） 単位

指標設定理由 年次 R2年度 R3年度 R4年度

達成率 100.0% 102.5% 96.7% 88.4% 90.6%

幼稚園利用保護者の経済的な負担
軽減及び幼稚園利用者数の把握の
ため 実績値 1,167 1,134 813 620 385

R5年度 R6年度 R7年度

目標値 1,167 1,106 841 701 425

新制度移行園の増加により予算規模は縮小しているが、就業形態の変化等に伴い、保育のニーズは高い状態が続
くものと推察され、その担い手の一翼としても、幼稚園の役割は引き続き重要であると考えられることから、幼稚園及
び保護者への施設等利用費の支給や、幼稚園等への補助金支給などにより、幼児教育・保育無償化を着実に実施
するとともに、幼児教育の質の向上が図れるよう支援していく。

指標（単位） 私学助成幼稚園における幼児教育・保育無償化対象者数 単位 人
指標設定理由 年次 R2年度 R3年度 R4年度

【今後の方針】 拡充 改善・変更 現状維持 縮小 休止・廃止

協働 市民等と協働して事業を展開しているか △.協働未実施

△-9　実施が義務付けられており（法定受託事務等）、実施事業に協働はなじまない

協働実施済の場合のパートナー

有効性 事業の上位施策に向けた貢献度はどうか 1　目的達成のために適切な手段（最小事業）である

公平性 受益者負担は公正・公平か ○.負担導入済 ○-2　適正な受益者負担を導入している

3　統合できる事業はない

妥当性
各事業の実施に対する市民ニーズはあるか 1　市民ニーズは変わらずにある

民間によるサービスで代替できる事業はないか 3　民間によるサービスで代替できる事業はない

効率性

事業費の削減余地はないか 1　事業費の削減余地はない

事業の外部化（民営化・業務委託等）はできないか 3　外部化ができる事業はない

関連・類似する事業の統合はできないか


